
別表第１から別表第４（第５条関係） 

別表第１（第５条第３項から第６項関係） 

保育の必要性事由 定義 優先度ランク 

１ 就労 

就労 
（内職を除く） 

月１６０時間以上就労している Ａ 

月１２０時間以上１６０時間未満就労している Ｂ 

月６４時間以上１２０時間未満就労している Ｃ 

月６４時間未満就労している Ｄ 

内職 居宅内で内職に従事している Ｅ 

２ 妊娠・出産 
出産前８週（多胎妊娠の場合にあっては，１４週）程度から出産後８週程度までの間にある又は
妊娠中であって心身の状況等により保育の必要性がある 

Ｃ 

３ 疾病・負傷 

入院中又は自宅で臥床中（寝たきり）など自律的外出が困難である Ａ 

精神性疾患又は他の傷病により日常生活に支障があり，特に保育の必要性がある Ｂ 

上記以外の傷病の状態にあり，保育の必要性がある Ｃ 

４ 障害 

重度障害 身体障害者手帳１・２級，療育手帳マルＡ・Ａ又は精神障害者保健福祉手帳１級を所持している Ａ 

中度障害 
身体障害者手帳３・４級，療育手帳マルＢ・Ｂ又は精神障害者保健福祉手帳２・３級を所持して
いる 

Ｂ 

５ 介護・看護 

病院等付添 親族の入院等により，常時看護をしている Ａ 

親族の介護 

月１６０時間以上介護・看護をしている Ｂ 

月１２０時間以上１６０時間未満介護・看護をしている Ｃ 

月６４時間以上１２０時間未満介護・看護をしている Ｄ 

月６４時間未満介護・看護をしている Ｅ 

６ 災害復旧 自宅又は親族宅の復旧にあたっている Ａ 

７ 求職活動 求職活動を継続的に行っている Ｇ 

８ 就学 

月１６０時間以上就学している Ｂ 

月１２０時間以上１６０時間未満就学している Ｃ 

月６４時間以上１２０時間未満就学している Ｄ 

月６４時間未満就学している Ｅ 

９ 虐待・ＤＶ 虐待又はＤＶのおそれがあり，社会的擁護が必要な状態にある Ａ 

１０ 育児休業中の継続入所 育児休業中であって，転園申込みをしている Ｆ 

１１ その他 刑務所等に拘禁等されている Ａ 

（備考１）優先度ランクは，Ｓを第１位，Ａを第２位，以下アルファベット順に高いものとする。以下同じ。 
（備考２）本表第１項，第５項及び第８項の時間数は，１月当たりの平均時間数とする。また，第１項及び第８項については，休憩時間を含んだ時間数とす

る。 
（備考３）本表第１項について，育児短時間勤務制度を利用している者の時間数は，同制度を利用しなかった場合における本来の時間数とする。 
（備考４）本表第１項について，内職に加えて他の就労に該当する場合は，他の就労時間数のみにより優先度ランクを決定する。 
（備考５）本表第３項及び第４項について，当該項の定義欄に複数該当する場合は，優先度ランクの高いものを適用する。 

  



別表第２（第５条第７項関係） 

区分 優先度ランク 

１ ひとり親家庭 Ａ 

２ 小学校就学の始期に達するまでの中途に卒園となる保育所等（分園含む）を卒園する乳幼児が，引き続き他の保育所等に申込みをして
いる Ａ 

３ 小規模保育事業所若しくは事業内保育事業所を卒園する乳幼児が，引き続き当該施設の連携施設である保育所等に申込みをしている又
は年齢進行に伴い保育所等の本園・分園間での転園が必要となった乳幼児が，引き続き申込みをしている Ｓ 

４ １号認定を受けて認定こども園に入所している乳幼児が，２号認定を受けて，引き続き当該認定こども園に申込みをしている又は認定
こども園へ移行する幼稚園に入所している乳幼児が，引き続き当該認定こども園に申込みをしている Ｓ 

５ 認可外保育施設が認可を受ける場合であって，当該施設に入所している乳幼児が，引き続き当該施設に申込みをしている Ｓ 

６ 閉園の方針が決定した保育所等に、当該方針決定以前から入所している乳幼児が、引き続き他の保育所等に申し込みをしている A 

７ 保護者のいずれかが，育児休業を終了予定で申込みをしているが，希望する保育所等に入所できない場合は，育児休業の延長も許容で
きることを申し出ている Ｘ 

（備考１）本表第２項でいう保育所等とは，広島市内にある公立の保育所及び認定こども園並びに私立の保育所，認定こども園（認定こども園へ移行する幼
稚園を含む。以下同じ。），小規模保育事業所及び事業所内保育事業所をいう。以下同じ。 

（備考２）本表第２項でいう乳幼児とは，申込みに係る教育・保育給付認定乳幼児をいう。以下同じ。 
（備考３）本表第２項から第６項までについては，当該乳幼児に係る審査のみ適用する。 
（備考４）本表第３項から第６項までについては，当該項に指定のある施設に係る審査のみ適用する。 
 
別表第３（第５条第１０項関係） 

区分 調整指数 

１ 保護者のいずれかが，産前産後休業又は育児休業を終了している又は終了予定である ３ 

２ 乳幼児の兄弟姉妹が，保育所等へ入所している又は入所決定している ４ 

３ 乳幼児及びその兄弟姉妹が，同じ月に入所を希望する申込みを同時にしている ２ 

４ 保護者のいずれかが，保育所等で保育士，保育教諭又は幼稚園教諭として就労している又は就労予定である。ただし，幼稚園教諭につ
いては，認定こども園での就労に限る。 ５ 

５ 別表第１で個人優先度ランクを決定した項の他に同表第１項から第６項及び第８項のいずれかに該当する １ 

６ 別表第２第１項から第６項のいずれかが適用となった場合であって，かつ，別表第１第１項から第６項，第８項
及び１０項のいずれかに該当する又は別表第２で適用となった項の他に同表第１項から第６項に該当する（本項右
欄の優先度ランクに応じて適用する） 

Ａ ３０ 

Ｂ ２５ 

Ｃ ２０ 

Ｄ １５ 

Ｅ １０ 

Ｆ ５ 

７ 別表第１第９項に該当する ９９ 

（備考１）本表各項に複数の適用がある場合は，適用となった調整指数を合算する。 
（備考２）本表第１項については，入所希望日を復職日以前としている場合に限って適用する。また，転園申込みをする場合は，本項は適用しない。 
（備考３）本表第２項については，兄弟姉妹が小学校就学の始期に達するまでの中途に卒園となる保育所等（分園を含む）を卒園予定の場合であって，引き

続き他の保育所等に申込みをしているときを含む。また，乳幼児及びその兄弟姉妹が既に同一の保育所等へ入所している場合であって，転園申込
みをするとき、及び既に兄弟姉妹が保育所等に入所決定している場合であって，兄弟姉妹と同月の入所申込をするときは，本項は適用しない。 

（備考４）本表第２項を適用する場合は，第３項に該当する場合であっても同項は適用しない。 
（備考５）本表第５項については，二人の保護者の個人優先度ランクが同一の場合であって，いずれか一方の保護者にしか該当する項がないとき，又は二人

の保護者の個人優先度ランクが異なる場合であって，個人優先度ランクが低い保護者に該当する項がないときは適用しない。 
（備考６）本表第６項について，別表第１各当該項に複数該当する場合は，個人優先度ランクを決定した上で，その低い項一つのみ適用する。また，別表第

２第３項が適用となっている場合は，同表第２項についての適用はしない。 
（備考７）本表第７項を適用する場合は，第１項から第６項までは適用しない。 
（備考８）別表第２第７項を適用する場合は，本表は適用しない。 
 
別表第４（第５条第１１項関係） 
１ 別表第１第９項に該当し，保育の必要性が高い世帯 

２ 乳幼児の兄弟姉妹が，保育所等へ入所している又は入所決定している世帯 

３ 生活保護世帯 

４ 市区町村民税非課税世帯 

５ 保育料算定の基となる市区町村民税所得割額の低い世帯 

６ 生計中心者が失業し，就労の必要性がある世帯 

７ 乳幼児が，障害を有する世帯 

８ 世帯の状況等から総合判断して，保育の必要性が高い世帯 

（備考）本表第２項については，兄弟姉妹が入所している又は入所決定している保育所等に係る審査のみ適用する。 
 


